
 

 

川崎市上下水道局請負工事中間検査実施要領 

（平成１８年３月３１日１７川水総契第３９０号） 

（趣旨） 

第１条 この要領は、上下水道事業管理者が発注する請負工事（以下「工事」

という。）において、川崎市上下水道局請負工事検査規程（昭和４７年川崎

市水道局規程第２４号。以下「検査規程」という。）第３条に規定する中間

検査（抜打ち的に実施するものを除く。）について必要な事項を定めるもの

とする。 

（定義等） 

第２条 中間検査は、公共工事の施工の節目において実施し、工事中の施工状

況の確認を行い、工事の適正かつ能率的な施工を確保することを目的とする。    

なお、この要領における用語の意義は、検査規程の例による。 

（検査の対象） 

第３条 中間検査は、次の各号に掲げる工事において実施するものとする。 

 (１) 川崎市上下水道局建設工事低入札価格調査取扱要領（平成２５年３月

２８日２４川上総契第１２５７号）で準用する川崎市建設工事低入札価格

調査取扱要領第２条で規定する対象工事のうち、調査基準価格を下回る価

格で契約した工事 

 (２) 総合評価一般競争入札によって契約の締結をする土木工事、水道施設

工事、下水道管きょ工事のうち工期が６ヶ月以上の工事 

 (３) 第２号を除く契約の業種の工事のうち当初の契約金額が１億円以上で

工期が６ヶ月以上の工事                  

（検査の実施） 

第４条 中間検査の実施時期は、原則として、既済部分検査及び完成検査の時

期並びに各種工事の工程を考慮し、施工上の各段階の重要な変化点等で実施  



 

 

する。 

２ 中間検査の回数は、前条第１号で定められた工事については２回以上を原

則とする。ただし、その工事の内容に応じて実施回数を増減できるものと

する。 

３ 中間検査の実施については、原則として設計図書に指定するものとする。

なお、設計図書とは特記仕様書、図面、標準仕様書、その他これらに関す

る質問回答書をいう。 

４ 川崎市上下水道局工事請負契約約款第３４条による部分使用を行う際に

は、中間検査を行うことができることとする。 

５ 中間検査は、工事の施工中の各段階における施工体制、施工状況、出来

形、品質等全般について実施する。 

６ 検査担当課長は、施工計画書に基づき、検査対象工事の検査時期や検査内

容について工事担当課長と協議の上、中間検査協議書（第１号様式。以下

「協議書」という。）を作成し、工事担当課長へ送付する。 

７ 工事担当課長は、工事の施工状況を確認の上、協議書に基づき、川崎市上

下水道局請負工事監督規程（昭和４７年川崎市水道局規程第２３号）第３

５条に規定する検査依頼書により、検査担当課長に中間検査を依頼する。 

８ 検査担当課長は、前項に規定する検査依頼書を受けたときは、検査規程第

７条に基づき、検査通知書により検査の期日及び時間、担当検査員の氏名

その他必要な事項を工事担当課長に通知する。 

９ 前条（第１号を除く。）の規定にかかわらず、検査担当課長は、施工計画

書に基づく工事担当課長との協議により、中間検査を実施する必要がない

と認めるときは、中間検査を省略することができる。また、特段の理由に

より前条の対象工事以外で中間検査を実施する必要があると認めるときに

は、工事担当課長との協議により中間検査を実施するものとする。 



 

 

（既済部分検査及び完成検査との関係） 

第５条 中間検査で合格した出来形部分等については、既済部分検査及び完成

検査時の確認を省略することができる。ただし、その後の現場状況の変化

や請負人の管理状況等から再度の技術的確認が必要な場合はこの限りでは

ない。 

（検査結果の報告等） 

第６条 検査員は、検査が完了したときは、検査規程第１０条に規定する検査

結果報告書と中間検査結果報告書（第２号様式）を作成し、検査担当課長

に報告しなければならない。 

２ 検査担当課長は、検査員より検査の報告を受けたときは中間検査結果通知

書（第３号様式）を工事担当課長に送付しなければならない。 

附 則 

この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年４月１日２２川上総契第２号） 

この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２８日２４川上総契第１２５７号） 

この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月３１日２５川上総管第２９８２号） 

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月３１日２６川上総管第３５２９号） 

この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

 



第１号様式

決裁欄

        中  間  検  査  協  議  書

  　　年　　月　　日

　次の工事について、以下のとおりとします。

種　   別

契 約 番 号

工   事   名

工 事 場 所

受　注　者 契約金額

着手年月日 現場代理人氏名

完 成 期 限 主任技術者氏名

検査予定年月日 監理技術者氏名

監督員職氏名 検査員職氏名

数量又は部位 確認段階

第４条第９項　　該当　□有　□無

（理由）

　中　間　検　査　事　項

工　　種 確認事項

　　技術職員　　技術職員

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　年　　月　　日

　 □低入札価格契約工事　 □契約金額･工期　 □その他（ 　　　　　　　　 　　）

第　　　　　　　　　　　　　　　　　　号



第２号様式

中  間  検  査  結　果　報　告  書 (第　　　回）

 検査員職氏名

種　   別

契 約 番 号

工  事  名

工 事 場 所

受　注　者 契約金額

着手年月日 現場代理人氏名

完 成 期 限 主任技術者氏名

検査年月日 監理技術者氏名

監督員職氏名 検査員職氏名

評価項目 細別（対象）

□Ⅰ施工体制一般

□Ⅱ配置技術者

□Ⅱ工程管理

□Ⅲ安全対策

□Ⅳ対外関係

□Ⅱ品質

□Ⅲ出来ばえ

指示事項

別紙 　□有　□無

摘要

３．出来形及び
出来ばえ

　　技術職員

　中　間　検　査　確　認　事　項

１．施工体制

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

□出来ばえ　□その他

改善を要すると認めた事項

□出来形管理　□その他

　　年　　月　　日

　 □低入札価格契約工事　 □契約金額･工期　 □その他（ 　　　　　　　　 　　）

第　　　　　　　　　　　　　　　　　　号

□施工体制台帳　□建退共掛金　□その他

□専門技術者　□作業主任者　□監理技術者　□その他

□工程表　□その他　

□近隣住民との調整　□関係官公署との協議　□現場のイメージアップ　□その他

□承認図　□施工図　□現場の出来形管理　□解体材の処分　

□災害防止協議会　□新規入場者教育　□仮設の点検　□過積載防止　□その他

□施工計画書　□整理整頓　□低騒音・低振動　□マニュフェスト

□Ⅰ出来形

□Ⅰ施工管理

２．施工状況

□材料の品質　□施工の品質　□不可視部分の工事写真　□その他

　　年　　月　　日

　　技術職員

□工事写真　□その他



第３号様式

中  間  検  査  結　果　通　知  書 (第　　　回）

種　   別

契 約 番 号

工  事  名

工 事 場 所

受　注　者 契約金額

着手年月日 現場代理人氏名

完 成 期 限 主任技術者氏名

検査年月日 監理技術者氏名

監督員職氏名 検査員職氏名

評価項目 細別（対象）

□Ⅰ施工体制一般

□Ⅱ配置技術者

□Ⅱ工程管理

□Ⅲ安全対策

□Ⅳ対外関係

□Ⅱ品質

□Ⅲ出来ばえ

指示事項

別紙 　□有　□無

摘要

３．出来形及び
出来ばえ

□Ⅰ出来形
□承認図　□施工図　□現場の出来形管理　□解体材の処分　

□工事写真　□その他

□材料の品質　□施工の品質　□不可視部分の工事写真　□その他

□出来ばえ　□その他

１．施工体制
□施工体制台帳　□建退共掛金　□その他

□専門技術者　□作業主任者　□監理技術者　□その他

２．施工状況

□Ⅰ施工管理
□施工計画書　□整理整頓　□低騒音・低振動　□マニュフェスト

□出来形管理　□その他

□工程表　□その他　

□災害防止協議会　□新規入場者教育　□仮設の点検　□過積載防止　□その他

□近隣住民との調整　□関係官公署との協議　□現場のイメージアップ　□その他

　　年　　月　　日

　　技術職員 　　技術職員

　中　間　検　査　確　認　事　項

改善を要すると認めた事項

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　 □低入札価格契約工事　 □契約金額･工期　 □その他（ 　　　　　　　　 　　）

第　　　　　　　　　　　　　　　　　　号

川崎市上下水道局請負工事中間検査実施要領第６条第２項に基づき、以下のとおり通知します。


